
地方公会計財務書類（概要版）

統一的な基準

一般会計等 全体会計 連結会計

金額 金額 金額
金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 前年度末純資産残高 18,740,969 20,098,439 22,607,046

1.固定資産 24,936,634 96.8% 30,449,279 95.9% 34,360,943 94.8% 1.固定負債 6,113,939 23.7% 10,507,348 33.1% 12,404,334 34.2% 1.純行政コスト △ 6,201,760 △ 8,497,294 △ 11,765,130
（1）有形固定資産 22,449,229 87.1% 26,813,043 84.4% 29,830,807 82.3% 　　　（1）地方債 5,708,398 22.2% 7,866,175 24.8% 8,785,202 24.2% 2.財源 6,519,835 8,873,414 12,062,351
　　　事業用資産 12,479,064 48.4% 12,479,064 39.3% 13,899,468 38.3% 　　　（2）長期未払金 - - - - - - 　　　（1）税収等 5,094,020 6,789,686 8,428,565
　　　インフラ資産 9,834,249 38.2% 14,099,180 44.4% 15,435,472 42.6% 　　　（3）退職手当引当金 401,057 1.6% 401,057 1.3% 1,059,967 2.9% 　　　（2）国県等補助金 1,425,815 2,083,728 3,633,786
　　　物品 135,915 0.5% 234,798 0.7% 495,866 1.4% 　　　（4）損失補償等引当金 - - - - - - 　本年度差額 318,075 376,120 297,221
（2）無形固定資産 8,268 0.0% 891,836 2.8% 1,335,168 3.7% 　　　（5）その他 4,484 0.0% 2,240,116 7.1% 2,559,165 7.1% 固定資産の変動（内部変動） - - -
（3）投資その他の資産 2,479,137 9.6% 2,744,400 8.6% 3,194,969 8.8% 資産評価差額 - - △ 1,764
      投資及び出資金 351,517 1.4% 351,517 1.1% 19,367 0.1% 2.流動負債 600,033 2.3% 761,458 2.4% 1,013,817 2.8% 無償所管換等 △ 2,839 △ 2,839 1,590
      投資損失引当金 - - - - - - 　　　（1）1年内償還予定地方債 508,388 2.0% 612,637 1.9% 784,705 2.2% 他団体出資等分の増加 - -
      長期延滞債権 26,475 0.1% 51,414 0.2% 58,313 0.2% 　　　（2）未払金 - - 54,172 0.2% 104,689 0.3% 他団体出資等分の減少 - -
      長期貸付金 - - - - 9,569 0.0% 　　　（3）未払費用 - - - - - - 比例連結割合変更に伴う差額 - △ 101,263
      基金 2,102,561 8.2% 2,344,859 7.4% 3,087,377 8.5% 　　　（4）前受金 - - - - 1,405 0.0% その他 △ 0 21,981 30,827
      その他 - - - - 24,557 0.1% 　　　（5）前受収益 - - - - - - 　本年度純資産変動額 315,236 395,262 226,612
      徴収不能引当金 △ 1,416 0.0% △ 3,390 0.0% △ 4,215 0.0% 　　　（6）賞与等引当金 67,698 0.3% 70,678 0.2% 85,563 0.2% 本年度末純資産残高 19,056,206 20,493,701 22,833,658

2.流動資産 833,544 3.2% 1,313,229 4.1% 1,890,866 5.2% 　　　（7）預り金 18,045 0.1% 18,069 0.1% 29,739 0.1%
（1）現金預金 182,044 0.7% 378,754 1.2% 723,673 2.0% 　　　（8）その他 5,901 0.0% 5,901 0.0% 7,716 0.0%
（2）未収金 23,043 0.1% 73,080 0.2% 134,363 0.4%
（3）短期貸付金 - - - - - - 　負債の部合計 6,713,973 26.1% 11,268,806 35.5% 13,418,151 37.0%
（4）基金 629,383 2.4% 863,229 2.7% 902,206 2.5% （1）固定資産等形成分 25,566,018 31,312,508 35,263,149
（5）棚卸資産 - - - - 122,115 0.3% （2）余剰分（不足分） △ 6,509,812 △ 10,818,807 △ 12,429,491
（6）その他 - - - - 10,909 0.0% （3）他団体出資等分 - -
（7）徴収不能引当金 △ 927 0.0% △ 1,835 0.0% △ 2,399 0.0%
（8）繰延資産 - - - - - 　純資産の部合計 19,056,206 73.9% 20,493,701 64.5% 22,833,658 63.0%

　資産の部合計 25,770,178 100.0% 31,762,508 100.0% 36,251,809 100.0% 　負債及び純資産の部合計 25,770,178 100.0% 31,762,508 100.0% 36,251,809 100.0%

※資産合計額に対する金融資産の割合 12.9% 12.8% 14.0%
（「1.固定資産（3）投資その他の資産」+「2.流動資産」）/資産の部合計

一般会計等 全体会計 連結会計
金額 金額 金額

1.業務活動収支 532,320 686,914 915,830
　　業務支出 5,779,970 8,089,432 11,381,765
　　　内、支払利息支出 55,863 98,450 118,398
　　業務収入 6,316,166 8,780,221 12,304,167
　　臨時支出 3,876 3,876 6,573
　　臨時収入 - - -
2.投資活動収支 △ 877,254 △ 891,990 △ 994,698
　　投資活動支出 1,632,938 1,698,194 1,873,998
　　投資活動収入 755,685 806,204 879,299

基礎的財政収支 △ 289,070 △ 106,626 39,529
3.財務活動収支 236,694 142,170 28,854

金額 割合 金額 割合 金額 割合 　　財務活動支出 533,413 634,637 817,123
経常費用 6,374,705 100.0% 8,851,714 100.0% 12,462,291 100.0% 　　財務活動収入 770,107 776,807 845,977
1.業務費用 3,837,637 60.2% 4,259,805 48.1% 5,314,127 42.6% 本年度資金収支額 △ 108,240 △ 62,906 △ 50,015
　　　（1）人件費 1,269,837 19.9% 1,308,897 14.8% 1,630,799 13.1% 前年度末資金残高 272,239 423,616 755,642
　　　（2）物件費等 2,467,555 38.7% 2,787,172 31.5% 3,412,700 27.4% 比例連結割合変更に伴う差額 - △ 835
          内、減価償却費 576,691 9.0% 735,962 8.3% 952,495 7.6% 本年度末資金残高 163,999 360,709 704,792
　　　（3）その他の業務費用 100,245 1.6% 163,735 1.8% 270,628 2.2% 前年度末歳計外現金高 15,484 15,484 15,711
2.移転費用 2,537,068 39.8% 4,591,909 51.9% 7,148,164 57.4% 本年度末歳計外現金増減額 2,561 2,561 3,169
　　　（1）補助金等 1,300,322 20.4% 3,662,762 41.4% 6,216,967 49.9% 本年度末歳計外現金高 18,045 18,045 18,880
　　　（2）社会保障給付 920,750 14.4% 920,750 10.4% 920,750 7.4% 本年度末現金預金残高 182,044 378,754 723,673
　　　（3）他会計への繰出金 314,684 4.9% - - - -

　　　（4）その他 1,312 0.0% 8,398 0.1% 10,446 0.1%

経常収益 200,841 3.2% 383,908 4.3% 735,840 5.9%

1.使用料及び手数料 94,566 260,577 550,996
2.その他 106,275 123,332 184,845
純経常行政コスト 6,173,864 8,467,806 11,726,450
臨時損失 27,953 29,545 38,757
臨時利益 57 57 78
純行政コスト 6,201,760 8,497,294 11,765,130

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

貸借対照表では、年度末日現在で、どれだけの資産や負債があるのかを把握できます。
左側の「資産」は、保有する資産の内容や額が記載してあります。
右側の「負債」及び「純資産」は、「資産」を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。
「負債」は、今後、負担すべき債務であることから将来世代に対しての負担ととらえることができ、一方で、「純資産」は、今後負担する必要性のない資産、言い換えればこ
れまでの世代や現在の世代、または国、県が負担した分となります。

資金収支計算書は、単年度の資金の収支を表し、１年間の資金の増減を、業務活動
収支・投資活動収支・財務活動収支の３区分に分け、どのような活動に資金が必要で
あったかを示しています。また、本年度末現金預金残高は、貸借対照表の金融資産の
資金の金額と一致します。
業務活動収支は、日常の行政サービスを行ううえでの収入と支出を表しています。投
資活動収支は、主に固定資産形成に関する収入と支出を言います。財務活動収支と
は、地方債等の借入や元金償還に関する支出を言います。

基山町 平成29年度

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が、１年間でどのような要因で増減
したか、を表すもので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致
します。

資金収支計算書

勘定科目

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等 全体会計 連結会計

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書にあたるもので、行政運営にかかったコスト
のうち、例えば人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービス
に要したコストを表したものです。また、実際に現金の支出を伴うサービスのほかに、減価
償却費や退職手当引当金などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。さ
らに、その行政サービスの提供に対する直接の対価である使用料や手数料といった受益
者負担がどの程度あったかを把握することができます。

全体会計 連結会計
勘定科目

一般会計等 全体会計 連結会計

貸借対照表 純資産変動計算書

勘定科目
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
一般会計等

単位 （千円）


